
 

 

 

 

 

 

令和 2年度 

 

香川大学教育学部と香川県教育委員会との 

連携に関する実績報告書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

香川大学教育学部／香川県教育委員会 



はじめに 

 

 「香川大学教育学部と香川県教育委員会との連携協力に関する覚書」が締結されたの

は、平成 14 年のことです。依頼、19 年にわたり活発な連携協力を進めてきています。

その間、大学は法人化による中期目標・中期計画、大学改革加速期間、ミッションの再

定義といった流れの中で、教員養成の一本化（人間発達環境課程の廃止、教育学研究科

の教職大学院化など）、「国立教員養成系大学・学部、大学院、附属学校の改革に関する

有識者会議」による教員養成の内部改革と教員研修機能の強化、さらに附属学校園改革

を推進してきました。さらに最近では、令和 3 年 3 月に「『令和の日本型学校教育』を

担う教師の養成・採用・研修等の在り方について」という諮問が出されており、その答

申は教育学部の在り方に大きな影響を与えるものと思われます。こうした一連の改革は

地元の教育委員会との連携なしには推進できるものではありません。今後も一層の連携

強化が求められているところです。 

 「令和の日本型学校教育」というビジョンは、学校教育のこれまでの常識を様々な形

で塗り替える可能性のあるものです。それゆえに実現に向けての取り組みは大きな困難

を伴うように思われます。大元は、Society5.0 時代に対応した新しい教育の実現にあ

り、GIGA スクール構想に対応した ICT 活用指導力、個別最適な学びと協働的な学び、

履修主義と修得主義などの二項対立の相剋、などなど学校現場においても、教員養成の

現場においても、難題が待ち受けています。 

 これまでも香川大学教育学部は、香川県教育委員会等との連携の中で、様々な困難に

対処してきました。これは、本教育学部の先輩たちが作り上げてきた仕組みの成果であ

ります。今、我々は、本学部の今後の発展のために、これまで以上に地域に求められる

教育学部となることを目指していかねばなりません。その礎として、今後とも連携事業

の推進を担っていきたいと思います。 

 

令和３年３月 

香川大学教育学部長    

野 崎 武 司 



香川大学教育学部と香川県教育委員会の一層の連携に向けて 

 

 本県では、令和２年度を第３期「香川県教育基本計画」の総まとめの時期として、「夢

に向かってチャレンジする人づくり」の基本理念のもと、子どもたちとともに、教員も

チャレンジし、資質・能力を高めていくことができるよう、様々な教育施策を積極的に

展開して参りました。 

このような中、平成 14 年度からスタートした香川大学教育学部と香川県教育委員会と

の連携協力に関する取組は 19 年目を迎え、教員養成の充実、教員の資質・能力の向上及

び教育上の諸課題に対応するため、多方面で連携・協力を進めているところです。 

これまで、香川大学の先生方には、県教育委員会各課主催の現職教員研修や各種事業、

教員免許状更新講習等における講師・助言者として専門的な視点からのご指導・ご助言

をいただいたり、学力向上施策を中心としたモデル校事業や道徳の教科化に向けた取組

において、研究指定校へ直接足を運んでご指導をいただいたりと、様々な場面でご支援、

ご協力をいただきました。  

令和２年度は、新たに香川県教育施策推進協議会、小・中学校における新しい指導体

制の在り方検討委員会、特別支援教育スキルアップ事業実践推進校研究事業、読み聞か

せアドバイザースキルアップ研修会において、連携をお願いし、専門的な立場から貴重

なご指導・ご助言をいただきました。 

また、坂出高校「教育創造コース」においては、無事２期生を送り出すことができま

した。今年度、新型コロナウィルス感染症対策のため制約が多々あったにも関わらず、

教育学部の教授等による出前講座やグループ研究活動の指導をはじめ、附属坂出幼稚園、

小・中学校、特別支援学校における実習の受け入れなど、坂出高校教育創造コースの教

育にご理解をいただき、多大なるご支援を賜りました。生徒は、そのような貴重な経験

を通し、教職への夢を一層膨らませ、理想の教師像を形づくり、未来の香川の教育を担

う人材へと育っていくことと存じます。 

香川県教育委員会では、平成 30 年度に「香川県教員等人材育成方針」を策定し、目指

すべき香川の教員像として「教育に対する情熱をもち、素養と資質を備えた教員」「専

門的な知識や技能・指導力を有し、社会変化や教育課題に適切に対応できる教員」「連

携・協働しながら学校運営に積極的に参画する教員」を挙げています。教員等が教職経

験に応じた知識・技能を習得し、実践的指導力を高められるよう、香川大学教育学部と

の連携協力を一層密にしながら、学び続ける教員の育成に向けて努力を重ねてまいりた

いと考えております。 

 

令和３年３月 

香川県教育委員会教育長 

工 代 祐 司 
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香川大学教育学部と香川県教育委員会との連携協力に関する取組一覧 

Ⅰ 協議会関係  

項 目 令和２年度実績 令和３年度計画等 資 料 

①連携協議会等の開催

〔担当：教育学部〕

○ 連携協議会（R3.2.2）

○ 幹事会 開催なし

○ 専門委員会 開催なし

連携協議会開催

（R4.2 予定） 

・幹事会（1 回程度）

②報告書の作成

〔担当：教育学部〕

○ 令和元年度実績報告書作成 ・令和２年度実績報告書

作成
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Ⅱ 連携関係

１ 教員養成に関するもの

項 目 令和２年度実績 令和３年度計画等 資 料 

①公立学校での教育実習

〔担当：教育学部〕

正規 

・附特支  公立 1校（参観）6月（1日間）

特別

・附高小 公立小 8校（実習）5・6月（10日間） 

・附坂小 公立小 3校（実習）   5月（10日間） 

・附高中 公立中 6校（実習）5・6月（ 5日間） 

・附坂中 公立中 1校（実習）   6月（ 5日間） 

※「正規」は、教育実習期間中に行うもの。

「特別」は、希望により行うもの。

※Ｒ２年度は上記の予定であったが，新型コロ

ナウイルスの影響により「中止」。

・継続実施

②公立学校インターンシップ 
〔担当：教育学部〕

○ 教員採用内定者が公立学校で研修

・ 対象者：49名（学部 45名、院 4 名）

・ 実施期間 令和 3年 2月～3 月（5 日程度）

※Ｒ２年度は新型コロナウイルスの影響により

「中止」。

・継続実施 資料１

③教職大学院における公

立学校等での実習

〔担当：教育学部〕

○高度教職実践専攻における実習連携協力校

31 校の連携協力校（県立特別支援学校 2校、

中学校 9 校、小学校 19校、幼稚園 1園）

・継続実施

34 校の連携協力校

（県立特別支援学

校 2校、中学校 9校、

小学校 19校、幼稚

園 2園、高等学校 2

校）

④公立学校教員等の活用

（県教育センター）

（義務教育課）

（高校教育課）

〔担当：教育学部〕

〔担当：県教委〕

○ 現職教員等が附属教職支援開発センター客員

教授として講義

・退職校長（岡静子）、

主任指導主事（荻田泰世、葛西秀樹）

・年間 2 期、1 人 20～25 時間程度の講義

○ 現職教員等が教員養成実地指導講師として講義

・継続実施 資料２

○ 現職教員等３名を大学教員（准教授）として

採用（H15.4.1～） 
大熊裕樹、久米亜弥、豊島 修

・継続実施 資料３

⑤大学教員の公立学校現場で

の研修制度（義務教育課） 
〔担当：教育学部〕

○ 大学教員が公立学校現場で研修

・研修者（1 名）

宮﨑隼人 准教授 高松市立鶴尾小学校

・継続実施 資料４
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２ 教員研修に関するもの

項 目 令和２年度実績 令和３年度計画等 資 料 

①大学院での現職教員の研修 
（義務教育課）

（高校教育課）

〔担当：県教委〕

○ 内地留学の実施

（H19. 8名、H20. 7名、H21. 8名 H22. 7名、H23. 6名 
H24. 5名、H25. 5名、H26. 5名、H27.5名、H28.11 
名、H29.10名、H30.10名、R1.10名、R2．6名） 

・教職大学院学校力開発コース     2 名 
・教職大学院授業力開発コース     1 名 
・教職大学院特別支援 Co コース     3 名 
※人数は 1 年次（小・中・高）のもの

県立学校からは、大学院特別支援コースに１名

・継続実施

(令和３年度は６名の

予定)

②教員免許状取得のため

の研修

（免許法認定講習等）

（高校教育課）

（特別支援教育課）

〔担当：県教委〕

○ 免許状取得・上進のための研修

・県主催免許法認定講習（8 月～9 月）への大学

教員の派遣等

・継続実施 資料５

（免許法認定公開講座） 

〔担当：教育学部〕 

○実施なし ・継続実施

③指導改善研修

（県教育センター）

〔担当：県教委〕

○対象受講者がなかったため、未実施。 ・未定

④教職員研修

（県教育センター）

〔担当：県教委〕

○ 初任者研修・職務研修の講師・助言者として

大学教員を派遣

※コロナ禍により中止とした研修を含む。

〇令和３年度「小中教育指導研修会」の研修企画

の指導・助言

〇教職大学院連携研修講座として、５講座を実

施。

※コロナ禍により研修は未実施。連携科目として実施

した授業に県教育センター指導主事が参加し、遠隔

研修の実証実験を実施。

・継続実施

・研修講師を派遣

・新規講座を１講座

増設

⑤特別支援教室への派遣

（義務教育課）

（特別支援教育課）

〔担当：県教委〕

○内地留学の実施

（H25 ２名、H26 ２名、H27 ２名、

H28 ２名、H29 ２名、H30 ２名、 
R1 ２名、R2 １名） 

・継続実施
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⑥教員免許状更新講習

〔担当：教育学部〕

○ 教員免許状更新講習として必修講習 6、選択

必修講習 18，選択講習 59 の計 83 講座を開設

・教員免許状更新講

習として必修講

習 7、選択必修講

習 16，選択講習

70 の計 93 講座

を開設する予定

資料６

⑦教員研修連携プログラ

ム

（管理職候補者研修会）

（義務教育課）

〔担当：県教委〕

〔担当：教育学部〕

○管理職候補者研修会年 10 回のうちの２回を香

川大学教職大学院開講の「学校の危機管理研

究Ⅰ」として実施（大学教員が担当）

○学校の危機管理研究Ⅰ（集中・1 単位）

8 月 4 日 10 名（うち院生 10 名）

8 月 6 日 10 名（うち院生 10 名）

※本年度は、コロナの影響で管理職候補者研修

としての「学校の危機管理研究」は中止。

○学校の危機管理研究Ⅱ（集中・1 単位）

9 月 12 日 22 名（うち院生 10 名）

9 月 19 日 17 名（うち院生 10 名） 

・継続実施 資料７

３ 調査・研究に関するもの

項 目 令和２年度実績 令和３年度計画等 資 料 

①公立学校等の教育活動支援 
（義務教育課）

〔担当：県教委〕

○ 校内研究活動等への指導・支援のための講師派遣

・ 思考力等の育成モデル校事業

・ 主体的に学習に取り組む態度の育成モデル校

事業

・ 教育の情報化推進モデル校事業

・ 小学校外国語教育推進モデル校事業

・ キャリア教育モデル校事業

・ アクティブ・ラーニング研究推進モデル校事業

・ 幼児教育支援員派遣事業

・ 豊かでたくましい心をはぐくむ教育の推進

・継続実施

新学習指導要領に

対応するため次の

モデル校を検討中

・個を活かす協働的

な学びの推進

・教育の情報化推進

・キャリア教育

・小学校外国語教育

資料８

②香川県学力等調査結果

分析検討会議

（県教育センター）  

（義務教育課）  

〔担当：県教委〕

○「全国学力・学習状況調査」及び「香川県学習

状況調査」の結果分析に対する指導助言

※令和２年度は、全国学力・学習状況調査の中止及び

香川県学習状況調査の一部中止により、検討会議は

未実施

・継続実施

③実証研究委員会

（県教育センター）

〔担当：県教委〕

〇委託事業不採択のため、未実施。 ・廃止
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４ 事業に関するもの

項 目 令和２年度実績 令和３年度計画等 資 料 

①キャリア教育充実事業

（プロを講師とした授業）

（高校教育課）

〔担当：県教委〕

○ 大学教員を講師として派遣

高松桜井高（高松北高も計画していたが、新

型コロナウイルス感染症拡大防止対策として

中止）

・継続実施 資料９

②高大連携

（高校教育課）

〔担当：県教委〕

新型コロナウイルス感染症拡大防止対策として

中止 

・継続実施
資料 10 

③学生ボランティアの派遣

（義務教育課）

（生涯学習・文化財課）

（人権・同和教育課）

〔担当：県教委〕

○ 学生ボランティア派遣事業（登録者 59名） 

・ 学習指導の補助、学校生活への適応補助な

ど公立小・中学校や教育支援センター（適

応指導教室）に 63名を派遣（R2.12.1現在） 

・継続実施 資料 11 

○ 「放課後子供教室」支援ボランティア等の募集 ・継続実施

○多様性社会に適応する豊かな心の育成事業

（新） 

＊コロナ禍のため実施できず 

来年度以降は実施

しない

⑤未来からの留学生

〔担当：教育学部〕

○ 幼・小・中学生とその保護者を対象に開催

・学校園訪問

・大学公式ページからの動画配信等

・継続実施 資料 12 

⑥県立学校との連携

（高校教育課）

（特別支援教育課）

〔担当：県教委〕

○ 県立学校の学校評議員等として大学教員が協

力

・継続実施

⑦各種委員会等への協力状況 
（県教委各課）

（県教育センター）

〔担当：県教委〕

○ 各種事業委員会の委員等として相互協力

※令和２年度は、コロナ禍等により一部委員会は未実

施。

・継続実施

⑧生涯学習の機会の提供

（生涯学習・文化財課）

〔担当：県教委〕

○  「地域の生涯学習支援事業・キャンパス講座」

として大学の授業を公開することとしていた

が、感染症対策のため中止

・継続実施
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⑨特別支援教育体制整備

推進事業

・専門家チーム

・巡回相談

・特別支援教育コーディ

ネーター協議会

・就学に関わる教育相

談・支援体制構築に関

する協議会

（特別支援教育課）

〔担当：県教委〕

○ 体制整備の推進に関する指導・助言

○ 学校（園）を訪問し、発達障害を含む障害の

ある児童生徒への指導内容・方法、学校（園）

の支援体制について指導助言

○ 特別支援教育コーディネーター協議会での講

義

○ 就学に関わる教育相談・支援体制構築に関す

る協議会での講義(今年度中止)

・継続実施 資料 13 

⑩香川 CST 事業

〔担当：教育学部〕

○ 本協議会に設置された専門委員会「香川 CST
事業推進委員会」が実施

○ CST 養成プログラムの実施（継続 13 名）

○ CST 養成プログラムの修了認定（0 名）

○ CST 活動の推進

・継続実施 資料 14 

⑪令和２年度 独)教職

員支援機構連携教職

大学院を対象とする

地域センター開発支

援事業

〔担当：教育学部〕

○四国地域教職アライアンス香川大学センター

主催の本事業を本学教職大学院と香川県教育

センターが連携のもと、道徳ラボと英語ラボ

を実施。道徳ラボは、四国アライアンス広域

連携型プログラムの「SP3 社会の変化と子供

の心 道徳教育の指導」に、英語ラボは「SP4
小学校英語」に位置付けながらオンライン発

信も活用しながら実施してきた。両研修会を

通じて、主に四国内の教育関係者を対象に具

体的な各学校や教員の取組について、不安や

悩みの軽減を図るとともに、各教員の資質向

上につながる研修内容を香川県教育センター

との連携・協働で提供してきた。

・今年度は、オンライン併用で道徳ラボ研修会

を 2 回、英語ラボ研修会を 1 回開催。

・他県からも参加

があり、5 年間の

継続で 1800 名超

の参加。

・次年度も多様な形

で継続実施を検討。 

資料 15 

⑫坂出高校教育創造コー

スの教育内容整備事業

（高校教育課）

〔担当：県教委〕

○ 大学教員による指導等

・出前講座の実施（９回）

・グループ研究指導（３回）及び研究室訪問受

け入れ

・大学訪問の受け入れ（１回）

○ 附属学校における活動（計１２回）

・附属坂出小学校（６回）

・附属坂出中学校（２回）

・附属坂出幼稚園（３回）

・附属特別支援学校（１回）

○ 教育創造コースの教育内容に関する検討

・継続実施 資料 16 
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⑭ICT を利用した障害理
解、遠隔授業指導、遠
隔教育相談

〔担当：教育学部〕

コロナ禍のため実績なし ・継続実施

５ その他

項 目 令和２年度実績 令和３年度計画等 資 料 

①附属学校への教員派遣

（義務教育課）

〔担当：県教委〕

○ 令和２年度新規派遣  ※（ ）は合計数

・ 附属高松小 4（27） ・附属高松中 1（19） 
・ 附属坂出小 4（18） ・附属坂出中 4（19） 
・ 附属特別支援学校 3（13）
・ 附属幼稚園 1（5） 計 17 名（101 名）

・継続実施
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香川大学教育学部と香川県教育委員会との
連携協力に関する覚書

（目的）

第１条 香川大学教育学部（以下「甲」という。）と香川県教育委員会（以下「乙」とい

う。）とは、教員養成の充実、教員の資質・能力の向上及び教育上の諸課題への対応の

ため、相互に連携協力して実践的な研究及び活動を行い、その成果を生かして香川県の

教育の充実・発展を図る。

（実施機関）

第２条 前条に規定する連携協力は、甲（その附属機関を含む。以下同じ。）と乙（その

所管する教育機関を含む。以下同じ。）の間で実施する。

（研究及び活動の内容）

第３条 第１条の規定に基づき連携協力して実施する内容は、次のとおりとする。

（１）教員養成に関する事項

（２）教員研修に関する事項

（３）学校教育上の諸課題への対応に関する事項

（４）その他両者が必要と認める事項

（連携の方法）

第４条 甲と乙は、連携協力に当たってそれぞれ職員の派遣及び受け入れについて協力す

るとともに、自らの有する施設等の利用についても、業務に支障のない範囲で双方便宜

を供するものとする。

（連携協議会）

第５条 甲と乙は、相互に連携協力を推進するため、「香川大学教育学部と香川県教育委

員会との連携協議会」（以下「連携協議会」という。）を置く。

（経費）

第６条 連携協力の推進に関わる経費については、各機関が負担する。ただし、職員の派

遣経費は、要請した側が負担する。

（補則）

第７条 この覚書に定めるもののほか、連携協力の細目その他については、甲と乙が協議

して別に定めるものとする。

２ この覚書に定める事項に疑義が生じた場合は、甲と乙は協議してその解決を図るもの

とする。

この覚書は、２通作成し、甲と乙がそれぞれ１通を所持するものとする。

平成１４年 ５月３０日

香川大学教育学部長 香川県教育委員会教育長

妻 鳥 敏 彦 惣 脇 宏

47



 

香川大学教育学部と香川県教育委員会との連携協議会要項 
 
 
１．設置 
  香川大学教育学部（以下「甲」という。）と香川県教育委員会（以下「乙」という。） 

との連携協力に関する覚書第５条の規定に基づき、香川大学教育学部と香川県教育委員 

会との連携協議会（以下「協議会」という。）を設置する。 
 
２．事業 
  協議会は、連携協力に関する事項等について協議するため、年１回程度開催する。 
 
３．組織 
  協議会は、別表に掲げる職にある者をもって組織する。 
 
４．役員 

協議会には、会長、副会長を置き、会長には香川大学教育学部長をもって充てるとと 

もに、副会長には香川県教育委員会教育長をもって充てるものとする。 
会長は、協議会を代表し、会務を統括する。 
副会長は、会長を補佐し、会長に事故ある時は、副会長がその職務を代理するものと 

する。 
 

５．専門委員会 
  協議会に、連携協力に係る具体的な事項等について検討するため、専門委員会を設置 

することができる。 
専門委員会には、委員長及び副委員長を置くものとする。 

    なお、専門委員会は、甲又は乙の申し出により適宜開催するものとする。 
 
６．幹事会 

協議会に、協議会及び専門委員会の事務を処理するため、幹事会を置くものする。 
幹事は、香川大学教育学部及び香川県教育委員会の関係職員をもって充てるものとす

る。  
 

７．補則 
この要項に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項は、協議会の承認を経 

て会長が定める。 
 

附 則 
 この要項は、平成１４年５月３０日から施行する。 
   附 則 
 この要項は、平成１９年４月１日から施行する。 
     附 則 
 この要項は、平成２０年２月１３日から施行する。 
   附 則 
 この要項は、平成２７年４月１日から施行する。 
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附 則 
 この要項は、平成３１年４月１日から施行する。 

附 則 
 この要項は、令和２年４月１日から施行する。 
 
 

別 表 
 
   香川大学教育学部 
       教育学部長 

副学部長 
教育研究評議員 
実地教育委員会委員長 
学生支援専門委員会委員長 
学務委員会委員長 
入試専門委員会委員長 
附属学校代表 
附属教職支援開発センター長 
幸町地区統合事務センター長 
幸町地区統合事務センター事務課長（幸町北キャンパス担当） 
 
 

     香川県教育委員会  
教育長 
副教育長 
教育次長 
総務課長 
義務教育課長 
高校教育課長 
特別支援教育課長 

                  香川県教育センター所長 
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